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市場縮小，地域格差拡大に対応 
――エリアマーケティングの実務１――
（マーケティングの概念とマーケティング手法を考察）
小林　隆一＊
	 I	am	a	management	consultant	with	my	business	specialized	in	the	marketing	field.		Most	of	
questions	from	my	customers	are	“how	they	can	sell	much	more	to	make	money”.		In	answer	to	
their	request,	I	have	proposed	to	introduce	the	“Area	Marketing”	that	it	is	effective	to	meet	local	
needs	without	performing	a	uniform	marketing	activity	in	all	the	company.
	 This	paper	“Area	Marketing	Techniques	in	Japan”	is	written	completely	through	my	consult-
ing	business	above	and	my	experience,	knowledge	and	skill	obtained	in	lectures	at	a	manage-
ment	school.
1.	What	“Area	Marketing”	is	
	 “Area	Marketing”	is	a	theory	of	marketing	set	up	in	Japan	in	the	1970s.		Its	concept	is	that	
“the	sales	system	to	increase	profit”	in	a	local	place	is	built	up	by	discerning	the	local	character-
istics	such	as	local	culture,	residents’	nature,	industrial	structure	and	regional	differences,	exclud-
ing	the	same	and	uniform	marketing	activity	throughout	the	country.
2.	Local	characteristics	and	their	main	factors
	 The	abovementioned	local	characteristics	are	the	local	originality	and	characteristics	includ-
ing	the	residents’	nature,	local	culture	and	local	industry	and	are	also	expressed	in	other	words	
as	the	remarkable	differences	with	other	regions.
	 As	the	four	main	factors	producing	the	local	characteristics,	there	are	(1)	natural	environ-
ments	such	as	physical	aspect	and	climate,	(2)	historical	background,	(3)	composition	of	population	
and	(4)	difference	of	regional	economy	based	on	industrial	structure	and	commercial	capital.
3.	How	to	advance	“Area	Marketing”
	 In	the	“Area	Marketing”,	the	areas	are	classified	individually	depending	on	the	administrative	
districts	such	as	urban	and	rural	prefectures,	cities,	 towns	and	villages	or	 the	 large-size	city	
zones	and	economic	zones	that	cover	the	multiple	administrative	districts.		After	that,	it	is	neces-
sary	to	follow	the	next	five	procedures:	(1)	environmental	analysis,	(2)	market	fractionization,	(3)	
target	of	customers	and	markets,	(4)	strategy	plan	and	(5)	execution	while	confirming	the	areas’	
local	characteristics	and	regional	differences.
　 　
キーワード：マーケティングの概念，マーケティングの機能，ニーズ
　 　
＊本学経済学部地域創生学科教授
論 文
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私は主な活動領域をマーケティング分野に置く，経営コンサルタントです。依頼先からの，「どうした
らもっと売れて，儲かるか」との要請に対し，日本生まれの「エリアマーケティング」手法の取り組みを
提唱してきました。本稿では消費財分野に焦点を当て，市場縮小，地域格差拡大の時代にあった，企業の
成長力持続に向けての活力源となるべく新たな需要を生み出す，という視点で「エリアマーケティング」
の上位概念である「マーケティング」の理論と実務を考察します。
Ⅰ．問題の前提
１　少子高齢化に伴う国内市場の縮小
自動車や家電などの耐久消費財とは異なり，景気状況とは無関係に一定の需要がある消費財分野，特に
食品業界は不況に強い業種と言われてきました。南北に細長い日本は，地域ごとに生活習慣やそれに伴う
食の嗜好に地域差が見られることから，小規模企業でもビジネス機会を確保できるうえ，外資の脅威にさ
らされることもほとんどありませんでした。
このような食品業界の安定構造は，いまや崩壊寸前です。その主因は，少子高齢化による国内市場の縮
小です。農林水産省の調査では，食品産業の国内生産額は1998年度の93兆円をピークに減少に転じ，06年
には85兆円にまで落ち込んでいます。
総務省発表の08年10月１日現在の都道府県別，年齢別の推定人口によると，総人口は１億2,777万１千
人でほぼ横ばい，死亡者数が出生者数を上回り，自然減少に転じるとしています。国立社会保障・人口問
題研究所2006年の発表数値によると，総人口は現在の約１億2,770万人から，2055年には8,993万人へと減
少の見込み。50年弱で３割もの人口減となります。そして100年後の2105年には4,459万人にまで落ち込む
としています。人口の著しい減少は，経済の縮小を招き，当然のことながらおいそれと国内需要の増加は
望めない状況にあります。
２　地域格差の拡大
今後のマーケティングを考えて行くうえで，日本人口の減少とともに，地域格差の拡大も，見過ごせな
い重要な要因です。
今後の人口減少，少子化の進展のもとで地域経済の今後を展望した「人口減少下における地域経営につ
いて――2030年の地域経済のシミュレーション」（05年に経済産業省の地域経済研究会）によると，2000
年と比べて経済規模（域内総生産）が拡大するのは，東京都特別区（10.7％増），大阪市（同10.3％増），
名古屋市（9.9％増）などの大都市圏，仙台市（4.3％増）神戸市（6.1％増）や福岡市（4.7％増）などの政
令指定都市などわずか35地域にすぎません。
地方都市で人口増が見込めるのは，出生率が高く観光客の増加が見込まれる沖縄県の那覇市（17.9％
増），石垣市（11.9％増）などです。ちなみに，鹿児島市は（8.1％減），枕崎市にいたっては（35.1％減）
と予測しています。
また，地域経済を表す代表的な指標の一つである「県民経済計算」によると，１位の東京と地方各県と
の県民所得格差は大きいものがあります。１位の東京都が482万円に対して，最下位の沖縄県は208万９千
円でその差は222万５千円です。なお，鹿児島県と東京都の差は，202万８千円，その差は年々広がってい
ます。
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また，勤労者の賃金面での地域間格差は，所定内給与，年間賞与ともに広がりつつあります。
表３　都道府県別平均賃金水準（2007年：事業所規模５人以上，男女計）
下位５県 平均所定内給与 １位東京との格差
４３位 長崎県 211,012 104,557
４４位 青森県 210,133	 105,536
４５位 岩手県 209,284 106,385
４６位 秋田県 208,975 106,694
４７位 沖縄県 203,154	 112,515
出典：厚生労働省　　　　単位 : 円
こうした状況，時代背景からして，マーケティング戦略策定に当たっては，地域格差を見据えての戦略
形成が必要です。
３　パラダイムが大きく変わる　――成長が望めない時代に突入――
日本の消費構造は，人口減少期を迎え成熟段階に入りました。食を取巻く環境を例にとると，加工食品
の市場規模は多くの主力商品群で既に消費のピークを過ぎ減少に転じています。モノが満ちあふれ，各自
それぞれのライフスタイルを追求し始めました。
消費者の求める価値も一様ではありません。価格が大事な人もいれば，ブランドを重視する人もいます。
不況下ではありますが，多くの消費者が求めるものは，戦後，多くの日本人が憧れた「アメリカン・ウエ
表１　域内総生産と人口の推移
域内総生産 人口
2000年 2030年 変化率 2000年 2030年 変化率
東京特別区 1,596,450 1,767,368 ＋10.7 1,166,940 1,285,470 ＋10.2
福岡市 92,325 96,649 ＋4.7 2,336 2,113 -0.9
　 　 　 　
鹿児島市 25,235 23,191 -8.1 21,014 19,076 -9.2
川内市 4,342 3,912 -9.9 2,873 2,575 -10.4
鹿屋市 3,740 3,427 -8.4 2,782 2,480 -10.8
枕崎市 791 542 -31.5 550 397 -27.7
名瀬市 1,692 1,424 -15.9 1,515 1,229 -18.8
国分市 4,082 4,126 ＋1.1 2,034 2,044 ＋0.5
単位：総生産　億円　人口　万人
表２　東京都と九州７県・沖縄県の１人あたりの県民所得の差
調査時点 2000年度 2001年度 2002年度 2006年度
2006年度
東京都の差
東京 4,365 4,219 4,080 4,820 ―
福岡 2,660 2,529 2,605 2,665 －2,155
佐賀 2,580 2,453 2,448 2,475 －2,345
長崎 2,345 2,336 2,256 2,159 －2,661
熊本 2,646 2,522 2,444 2,398 －2,422
大分 2,765 2,637 2,585 2,594 －2,226
宮崎 2,440 2,440 2,445 2,150 －2,670
鹿児島 2,325 2,285 2,246 2,283 －2,537
沖縄 2,271 2,089 －2,731
単位 : 千円
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イ・ライフ」ではありません。そこには，「アイデテンティ－自分らしさの追求」「賢い生活」といったキー
ワードが浮かんできます。今，多くの人が，「物」から「心」にシフトしているのです。多くの日本人は，
生活必需品はさておき，耐久消費財などは，何に価値を置いて商品をもとめるべきか模索している状態に
あります。
一方，市場の最先端にある売り手の小売業サイドでも，SPA 手法の導入＊1），PB による低価格戦略，セ
ブン－イレブン・ジャパンに見られる価格競争を避けて日本型ネバーフッドストアの実現＊2）など，さま
ざまな戦略がとられています。
メーカーは，いたずらに流通サイドの PB の取り組み強化の動きをけん制・排除するのではなく，メー
カーとしては顧客の支持が高い商品の分野で，自社ブランドの持つ価値をアピールし続けることがもっと
も大切です。
４　内需拡大の重要性と必要性
「外需頼みの経済は不安定である。内需中心の足腰の強い経済をつくりあげるべきだ」――内需拡大に
ついて触れ，輸出一辺倒の経済ではなく，内需や輸出を拡大し，真の意味の消費大国を造ろうとした「前
川リポート」が出たのは，いまから23年前の1986年のことです。かれこれ20年以上前から内需拡大の重要
性が指摘されていました。
しかしながら，その後，日本の経済はむしろ外需依存が強まり，その経済構造の危うさについて論じら
れることはこれまでほとんどありませんでした。昨今，世界的な金融不安，景気後退を体験し，安定した
内需の重要性が再認識されています。
金融不安の後，世界の実体経済が停滞して，加えて円高の進行で頼みの外需も急速にしぼんでいます。
実体経済の悪化懸念は，米国，欧州に留まらず，アジアをはじめ世界中に飛び火する恐れがあります。ま
た，更なる円高も予想され，ますます輸出は厳しくなる一方です。これもまた外需依存が強すぎ内需を育
成しなかったツケが回ってきたのです。
いまこそ，「顧客満足」を高め，「売上」を増進し，「利益」を確保するために「マーケティング」を，
内需拡大という社会構造の変革にも活用すべきであります。
Ⅱ．マーケティングの適用
現時点では優良企業であっても，物理的に国内の消費財需要が増える余地がほとん見込めない以上，成
長を持続するには海外市場の開拓を意識せざるを得ない状況にあります。とはいえ，足許の国内市場を無
視することはできません。
世界第１位の米国小売業ウォルマートの創業者サム・ウォルトンは，『企業が大きくなればなるほど，
偉大なことを成し遂げようとすればするほど，小さな単位で考えて判断し，即座に改善行動をとることが
カギだ』との教訓を残しました。
地域特性対応のエリアマーケティングで，市場（地域）を「小さく，狭く」見て，その細やかな変化に
目を凝らし，市場（地域）特性に対応したビジネスプランを組み立てていくことは，サム・ウォルトンが
実践した「小さく考える」にほかなりません。
こうした観点から，日本生まれのマーケティング発想――エリアマーケティングは，有効と考えます。
＊1）	 SPA：Speciality	store	retailer	Private	label	Apparel，製造型小売業
＊2）	 ネバーフットストア：住宅地に隣接して立地するショッピングセンター
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１　マ－ケティングが果たす役割
エリアマーケティングを考察するに当たり，その上位概念のマーケティングの概念とその果たすべき役
割を考察します。
マーケティングとは，営業活動（sales）や広告宣伝活動（advertising）などを包括する広範な概念です。
実務的には，生産者（メーカー），流通業者（問屋・小売り業）から消費者に向けての「売れる仕組み作
りと，その実行」に関する一連の活動と定義できます。
その役割は，「顧客（市場）ニーズ」を把握し，それに対応した「商品（製品）」や「サービス」の提供
にあります。その結果として「顧客満足」を得て，「売上」を高め，「利益」を確保し，企業の持続的発展
に寄与することにあります。当然のことながら，「マーケティング活動は社会規範にかなった」ものでな
くてはなりません。
マーケティング活動は，顧客ニーズの把握に始まります。メーカーならば「顧客の望んでいること」や
「困っていること」，すなわち顧客の問題を知りその問題解決に向けて，競争相手の動きも見据えながら，
商品（製品）を開発，製造し市場に送り出していくことです。小売業者や問屋といった流通業者は，「消
費者の生活や顧客である事業者にとって，なくてはならない商品（製品）の品揃え」にあります。
顧客ニーズに応えることで，顧客の支持を得て商品（製品）が売れ，その結果として利益を得て，企業
に持続的な発展へとつながって行きます。ここで厄介なのが，〈顧客ニーズ〉は，絶えず変化していると
いう点と，〈競争相手（ライバル）〉の存在です。
１－１　マーケティングの定義
マーケティングの定義に関しては諸説様々ですが，共通認識される定義の一つに，「マーケティングと
は顧客ニーズを発見し，それらを満たす商品（製品）を開発するプロセス」との考え方があります。
Marketing	 is	 the	process	of	discovering	unmet	needs	 in	 the	market	and	creating	products	 to	
meet	those	needs.	Based	on	this	definition	you	can	see	that	products	are	created	only	after	a	need	
for	them	has	been	established.
Unfortunately	many	companies	tend	to	do	just	the	opposite,	creating	products	first,	them	search-
ing	for	customers	to	purchase	them.	This	approach	tends	to	lead	to	inconsistent	results.
	 出典：『Leaning	MBA	Basic	in	English』藤井正嗣
この考え方からすると，マーケティングの役割は，ニーズを「創出する」ものではありません。あくま
でニーズを見出す，または満たされていないニーズを満たす商品（製品）やサービスを提供することにあ
ります。
2004年，アメリカ・マーケティング協会（American	Marketing	Association：AMA）は，19年ぶりにマー
ケティングに関する定義を，次のように改訂しています。
Marketing	is	an	organizational	function	and	a	set	of	processes	for	creating,	communicating,	and	
delivering	value	to	customers	and	for	managing	customer	relationships	in	ways	that	benefit	the	or-
ganization	and	its	stakeholders．
	 「AMA	Adopts	New	Definition	of	Marketing」
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「マーケティングとは，顧客に対して価値の創造，伝達，商品の流通といった一連の活動を通じて，利
害関係者（顧客，株主，債権者，従業員，経営者，取引先，行政機関）の利益となるように顧客との関係
を管理していく組織的な活動，プロセスである。」
このアメリカ・マーケティング協会の定義は包括的で広域です。「組織とその利害関係者の利益となる
ように」というのは，マーケティング活動は企業だけでなく，公的機関や各種団体といった非営利組織で
も必要との認識にほかなりません。
次に，「顧客に対して価値の創造 ･ 伝達 ･ 流通」というのは，新商品（製品）の開発，広告や販促活動，
流通チャネルの形成を意味しています。なお，商品（製品）という品質や作り手の視点よりも，顧客価値
という商品（製品）の使用場面を重視するようになったことから「価値」という表現となっています。
そして，顧客価値の創造 ･ 伝達 ･ 流通とともに，「顧客との関係を管理する」ことが付加されています。
なお，「組織的な活動やプロセス」としていることから，顧客価値の創造 ･ 伝達 ･ 流通とともに，経営管
理面からの管理の必要性を想定していると思われます。
“Marketing	is	asocial	(societal)	process	by	which	individuals	and	groups	obtain	what	they	need	and	
want	through	creatlng,	offering,	and	freely	exchanging	products	and	services	of	value	with	others.		
	 Philip	Kotler
マーケティングの権威と目されるＰ．コトラーは，「マーケティングとは価値を創造し，提供し，他の
人々と交換することを通じて，個人や組織が必要（ニーズ）とし欲求（ウォンツ）を満たすことを意図す
る社会的，経営的活動である」と定義しています。
また，経済学の権威ピーター ･ ドラッカーは，「マーケティングの目的は販売を不要にすることだ」と
も論じ，「事業の唯一の目的は利潤ではなく，顧客（価値）創造こそ求められ，そのための事業の機能は
マーケティングとイノベーションである」との示唆に富んだ提言を残しています。
日本では，江戸時代の初期から商人道が叫ばれ・心学者石田梅岩（1685–1744）は「実の商人は先もたち，
我も立つことを思うなり」と説いています。その弟子手島堵庵（1718–1786）も「何にてもその人の物を
買う心になるべし，売り人はその人を大切の得意と思い，ただためよかれと諸売り物格別に念を入れてく
るなり」と説いています。この心は現代のマーケティングの精神に通じる考え方です。
１－２　縮小の時代にマーケティングが果たすべき役割
マーケティングの役割は，広告・宣伝や巧みな巧妙なセールス・テクニックを駆使しての販売ではあ
りません。
マーケティングが担う役割を実務的にかみ砕くと，「時代対応の売れるしくみづくりとその実行」にあ
ります。“時代対応”とは，的確な時代認識，風向きを読むことです。そして，顧客ニーズの変化の方向
を見極め，売り手や作り手は，それに敏感に対応していくことにつきます。
縮小の時代，マーケティングに期待される役割の一つに，市場（顧客）とどう関わるかにあります。新
製品を成功させたいと真剣に願ったところで，売上げが保証されているわけではありません。市場は，企
業の意のままにならぬ存在ですが，そうも言ってはいられません。ある程度，市場がコントロールできな
ければ，生産や開発に向けての多額の投資の回収もおぼつかないのです。
そこで，マーケティングに期待される役割として，市場創造があげられます。従来の「まず，顧客あり
き」で，市場ニーズや現在の競争の状況を前提にしてマーケティングに組むと併せて，「商品ありき」で
商品（製品）やサービスが売れる（求められる）市場を創造していく活動が必要なのです。
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１－３　ニーズとは
ニーズ（needs）とは，「現実の状態」と「望んでいる状態」の間のギャップです。ニーズが特定の対
象への欲望に変化した状態が「欲求（wants）」であり，欲求がさらに特定の商品を買う意思を持ったと
きに，「需要・購買（demand）」へとつながります。
ニ ズー（needs）　→　欲求（wants）　→　需要（demand）
図１　ニーズが需要を生む
①顕在化したニーズの分析
「当社・当店に顧客は何を望んでいるのか」，「この商品（製品）はどのような場面で役立つか」といっ
たように商品（製品）やサービスの使用場面を思い浮かべ，顧客の期待，関心事，困っていることや悩ん
でいること――すなわちニーズを洗い出します。
このように顕在化されたニーズを探る過程で，背後に潜む潜在ニーズが浮かび上がってきます。潜在
ニーズの掘り起こしは，新たな市場を生み出すことにもつながるのです。
潜在ニーズを顕在化に当たっては，顧客の本音を探ることが必要です。顧客がその商品（製品）に持つ
本音を捉えることができれば，それが競争相手に対する差別化の軸ともなり得ます。
（深層ニーズ） 消費者の望む状態（表層ニーズ）
↕未対応 ↕未対応
新たな需要（潜在ニーズ） 現実の状態 顕在ニーズ
図２　ニーズとは
②声にならない深層ニーズを追求
この製品あるいはブランドは，“顧客の生活や事業活動でどのような位置づけあるいは意味を持つのか
を探ろう”とする点で，顕在化したニーズの分析とは異なります。
それはまた，「製品（ブランド）と消費者との新しい関係を探り出し創り出していこうとする」もので
もあります。今の時代，顧客の求めるものは，「物」から「心」に替わっています。新発想のマーケティ
・よい風呂
・よい部屋
・よい料理
琴線に触れる
サービス
〔表層ニーズ〕
・露天風呂がある
・料理がすばらしい
・室は快適
〔深層ニーズ〕人さまざま
・夫婦での踏み込んだ会話
・人生のこれからをゆっくり
考える場
??????
??????
図３　家族旅行にみる表層ニーズと深層ニーズ
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ングでは従来発想の「顧客はここが嫌だと言っているから，そこはこう変えます」「こうしてほしいと言っ
ているから，そこを直します」ではなく，消費者が「買う理由」を売り手自らが提案していく”ことでも
あります。
③観察を通じて消費者の本音（インサイト）を知る
観察の要諦は，消費者の言葉の奥に隠れている本音（インサイト）を探ることにあります。「なぜ，そ
んなことをするのか」と，消費者の日常行動を批判的にみるのではなく，「その気持ち，わかる」などと
共感的に理解することが大事です。
消費者を共感的に理解することで，その消費者と同じ目線に立ち，彼らの気持ちをより深く理解し，彼
らが本当にして欲しいこと，次にやりたいと思っていることがわかってくるものです。消費者がその製品
に対して持つインサイトを捉えることができれば，それが競合他社に対する差別化の軸ともなり得ます。
	 出典 :『マーケティング優良企業の条件』日本経済新聞出版社刊　　嶋口他共著
④消費財には観察調査が有効　　－　マーケティング・エスノグラフィー
消費者の本音を探るのに有効な手法として，観察調査があります。生活場面の観察を通じて消費者の本
音を探ります。
・エスノグラフィー：文化人類学のフィールドワーク手法の一つ。未開の土地に住む部族や特殊な地域
社会に入り込んで，数ヶ月から数年の期間をかけて生活様式や習慣を調査する活動。
表４　マーケティング・エスノグラフィーの導入
観察対象を特定し，少数に絞り込み定性分析 新たな発想を生む仮説の創成
観察対象を広く浅く設定し，客観的に分析 既存，既知の常識や知識にとらわれることない，消費者の行動実態
の正確な把握
得た観察データを綿密・詳細に蓄積 観察対象（母集団）の全体情報の共有化の実現
参考）「日経情報ストラテジー」FEBRURY/2009/P42
⑤３Ｃの視点からの分析
自社（company），競合（competitor）と顧客（customer）の３つの視点から，顧客ニーズを探ります。
メーカーや問屋の場合，顧客の本音を探るには，顧客の顧客（消費者・エンドユーザー（customer’s	cus-
tomer）とお客の競合（customer’s	competitor）まで視点を踏み込んで分析します。ここでの分析のポイ
ントは，「市場」⇒「競合」⇒「自社」の順に３Ｃを見ていくことです。顧客が商品（製品）を購入する
場合，購買動機（理由）が存在します。商品（製品）はその購買動機（理由）を満たすための解決策（ソ
リューション）であることから，このような手順を踏みます。
生産財や小売業などの流通業者を経由して消費者（生産財の場合はエンドユーザー）へ販売するという
流通形態をとるメーカーでは，流通チャネルの選択が売上を大きく左右することから流通チャネル（�han-
nel）を含めた４Ｃでのニーズ分析が有効です。
１－４　マーケティング成功の要件
マーケティング成功の前提は，計画づくりにあります。綿密な現状分析に基づき，目標を定め，市場を
細分化し，様々なマーケティング手法を戦略的に組み合わせて，実施計画と成果の評価方法を策定します。
なお，マーケティング成功の要件は，①「セグメンテーション（顧客の細分化・グループ化），②ター
ゲティング（顧客の重点化）と競争相手（当面のライバル）の重点化・特定化，③ポジショニング（商品
の市場地位による差別化），④新たな需要創造に向けての新商品，新サービスの開発，の４点にあります。
セグメンテーションでは，地域，企業規模あるいは年齢別や性別などによって，市場を複数の層に分け
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ます。ターゲティングでは，その中から，自社にとって有利になるいずれかの層に狙いを定めます。ポジ
ショニングとは，それぞれの市場層で競争相手との差別化を図ることでもあります。
この考え方は，「すでに市場にはビジネスの対象となる顧客がいて，それに対して複数の競争者が当社
と同様に顧客を狙っている」という前提に立つものです。そして，市場を細分化し，それらグループの中
からターゲットを選び，他社と差別化を図り，商品，価格，流通経路，販売促進の４つの要素からマーケ
ティング・ミックスを組み立てます。
２　マーケティングの進め方
Environment
analysis
Market
targeting
Marketing
mix
optimization
図４　マーケティング・プロセス
一般的なマーケテイングプロセスは，１）環境分析，２）標的市場の選定，３）マーケティング・ミッ
クスの組み立ての３段階の手順を踏みます。
２－１　マーケティングの手順
◆第１ステップ　環境分析
環境分析では，企業の現在置かれている状況と，今後起こりうると思われる環境変化を分析します。
・経営環境は，外部環境と内部環境に２区分されます。両方の環境分析を実施することで，自社を取り
巻く事業環境を総合的に分析することができます。
・外部環境とは景気動向，季節変化，社会動向といった，企業外部から影響を受ける環境要素を指しま
す。
・内部環境とは企業内部の経営資源，ヒト・モノ・カネに関する量的・質的充足状況を指します。
◆第２ステップ　市場細分化と標的市場の選定
この段階では，環境分析で得られた情報をもとに，市場の細分化を図り，そこから標的市場を選定する。
また，選定したセグメントに対し，競合相手より魅力的であることも示す。
◆第３ステップ　マーケティング・ミックスの最適な組み合わせを検討する
選定された標的市場に対し，企業がマーケティング目標達成のために，さまざまな手段（価格，商品，
販売促進，流通経路）組み合わせを行います。マーケティング・ミックスは，重点エリアや重点顧客のニー
ズを最も効果的に満たすという観点で組み立てます。
２－２　セグメンテーション－市場を分類しグループ化する
マーケットセグメンテーション（市場細分化）では，共通のニーズやウォンツを持つ顧客グループごと
に市場を分けて，その中から自社の強みを発揮できるグループを選択します。そして，その特定したセグ
メントの中で顧客の立場から見て，自社が最も有利になるポジションを決定します。
環境分析で行った「顧客・市場を知る」活動を通して顧客・市場をグループ分けします。	市場は，「顕
在する買い手と潜在的な買い手のすべてからなる集合体」です。つまり市場は，企業が自社のビジネスを
想定しやすいように作り上げた概念なのです。セグメンテーションは，マーケティングの効果と効率を最
大にするように市場を企業の立場から細分化していく作業です。
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・共通のニーズ・ウォンツを持つ顧客グループを抽出。
　－困っている人のかたまり，他社が取り残したマーケット
・選定のポイント
　－市場規模　市場の成長性　市場の収益性
　－自社の強みを十分に活用でき優位になれる
市場を細分化する切り口としては，国や地域，行政の規模などの「地理的変数（ジオグラフィックス）」，
性別や年齢，職業や所得といった「人口動態変数（デモグラフィックス」）がよく使われます。
ほかには趣味や趣向，生活価値観やライフスタイルといった「心理的変数（サイコグラフィックス）」
があります。こちらの変数は「～が好き」といった感じで，特定がやや難しいのですが，マーケティング
に利用する効果は多いです。また，過去の購入状況や使用頻度などデータとして分類する「行動変数」も
切り口のヒントです。なお，セグメントを特定しても，競合他社の存在があります。そこで，自社の商品
（製品）に違いがあることを顧客に分かってもらうために，自社の商品（製品）の位置づけを決めていく
のです。この作業は，選択したセグメントごとに行います。
２－３　市場細分化で活路を開く
「人口減少時代」，少子高齢化の進展により，日本列島総縮小の様相ですが，悲観することはありません。
「過去の成功体験や既存概念」，「思い込み」や「決めつけ」に陥ることなくゼロベース思考の新たな発想
で市場を見ると，新たなビジネス機会が浮かび上がってきます。
世界第１位の米国小売業ウォルマートの創業者サム・ウォルトンは，『企業が大きくなればなるほど，
偉大なことを成し遂げようとすればするほど，小さな単位で考えて判断し，即座に改善行動をとることが
カギだ』との教訓を残しました。
市場を「小さく，狭く」見て，その細やかな変化に目を凝らし，市場特性に対応したビジネスプランを
組み立てていくことは，サム・ウォルトンが実践した「小さく考える」にほかなりません。
２－４　ターゲットを特定する（ターゲティング）
「自社の強みを発揮できる位置づけ（ポジショニング）」を定めます。ポジショニングでは選択したセグ
メントに対して，自社の強みを発揮しつつ，顧客から選択してもらうために何をするべきかの方針を決め
ていきます。
ターゲティングでは切り分けたセグメントを比較して，その中で自社がどのセグメントを狙うかを選択
します。自社にとって狙うに値するセグメントであるかの意思決定はとても重要です。セグメントを特定
する場合は，「そのセグメントが十分に魅力的か」（市場規模と成長性を調べる）と「自社の強みを十分に
発揮できるか」の２つの軸で評価するのも一つの方法です。	
２－５　マーケティング・ミックス
マーケティングの４Ｐは，「売り手側」の立場からのものの見方です。
Product（商品）：ブランド，パッケージ，品揃えなど
１つのＰは「プロダクト（Product）」です。商品（製品）の機能，でサイン，品質，サイズ，名称から
包装まで，広い概念でとらえます。商品は，顧客ニーズを充足させるために市場に提供される全てのもの
を意味することから，「サービス」「アイデア」といったことも含まれます。
Price（価格）：価格帯（上限，中心，下限），ディスカウントなど。
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２つ目のＰは，「プライス（Price）」です。価格は買い
手の意思決定に大きな影響を及ぼすことから，マーケティ
ングの目的を達成するための重要な要因となります。
Place（流通経路）：流通経路，販売時期，店舗陳列など。
３つ目のＰ「プレース（Place）：流通チャネル」は，商
品がつくり手から消費者に渡るまでの流通経路を意味しま
す。この選択はコスト面，商品の鮮度などに大きな影響を
及ぼします。商品の入手の容易さ，入手手段の利便性は，
顧客にとって商品選択，購買時の重要な決定要因となりま
す。
Promotion（販売促進）：４つ目のＰは，「販売促進（Pro-
motion）」です。セミナー，展示会，キャンペーンなどを通じて顧客とのコミュニケーションを図り，顧
客の購買意欲を喚起します。
３　マーケティングの分析手法
マーケティング戦略形成で適用されている主なマーケティングの分析手法を概括します。
３－１　SWOT 分析　　－　経営環境分析
経営環境を分析する手法の一つに SWOT 分析があります。経営環境は，外部環境と内部環境に２区分
されます。
・外部環境とは，企業外部から影響を受ける環境要素を指します。
外部環境は，マクロ環境とミクロ環境に大別されます。
ａ）マクロ環境：自然環境や法律・政治環境，技術環境などといった社会構造の変化として企業に間
接的に影響を与える環境要素。
ｂ）ミクロ環境：市場環境や競合環境，流通環境などといった企業に直接的に影響を与える環境要素。
・内部環境とは企業内部の経営資源，ヒト・モノ・カネに関する量的・質的充足状況を指します。
SWOT 分析では，　競合相手と比較しての自社の強み（Strength）と弱み（Weakness），自社を取り巻
く経営環境の機会（Opportunity）と脅威（Threat）の４つの軸で整理し，問題構造と当面する課題を明
らかにするものです。
まず，自社あるいは商品の特徴から「強み」と「弱み」を洗い出します。さらにライバル，市場の動向，
経済動向といった企業を取り巻く環境面から「機会」と「脅威」を探り出していきます。
強み，弱みは内部要因
から洗い出し
機会・脅威は
競争，外部環境
面から洗い出し
現状を具体的に書き出す
優位性と不安要素 外部変化（＋or－）
図６　敵を知り己を知れば百戦危うからずや
１）外部環境（機会／脅威）分析　　――代替現象には細心の注意を払う
機会とは自社の事業の拡大，発展が期待できる外部環境を指します。脅威とは，不利なトレンドや変化
PRODUCT
PRICE
PLACE PLOMOTION
マーケティングミックス
図５　マーケティング・ミックス
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によって引き起こされる外部環境のことです。脅威に対しては，何らかの対策をとらなければ，売上や利
益の低下，さらには事業の縮小，撤退をもたらします。深刻度の高い脅威は注意深く観察する必要があり
ます。重大な脅威には，必要になった際にとるべき行動を詳細に取り決めたコンティンジェンシー・プラ
ン（不測の事態への対応策）を策定します。
自社の事業活動に影響を及ぼす外部要因としては，「マクロ環境要因」（デモグラフィック―経済的，技
術的，政治－法的，社会－文化的）および「ミクロ環境要因」（顧客，競合他社，流通業者，供給業者など）
があげられます。
技術革新，顧客の嗜好の変化，競争激化といった市場の変化は自社にとって事業拡大の機会となる好機
である反面，事業の縮小・撤退といった足元をゆるがす脅威にもなりえます。
急激な変化は，誰でも気づきますが，少しずつ変わっていく動きは見逃しがちです。とくに脅威への対
応を怠ると，市場変化に乗り遅れ，急速に業績の低下をきたしかねません。流行や社会情勢の変化は，そ
の兆候を早期発見し早期対応することが肝心です。
代替現象を把握するチェックポイントは，顧客ニーズや生活行動の変化，技術革新，規制緩和，海外企
業の進出，新製品開発や新業態店の出店の動き，地域開発の動向などです。
２）内部環境（強み／弱み）分析　　－二律背反に戦略形成のカギが潜む
スケール・メリットは，状況次第で簡単にスケール・デメリットに逆転します。このように強み・弱み
は表裏一体であり，矛盾も多々あります，そこに戦略形成のカギが潜んでいます。
マーケティング，財務，製造，組織などの内部的要因から見て，強み・弱みを，マトリックスシートを
使い多角的に分析します。この際，客観性重視の観点から，強み・弱みについては，「何々が，何々である」
というように，状況を具体的に洗い出します。
○強みを生かす
・事業機会を生かして自社のあるいは商品の強みを発揮できることは何か
・脅威を自社の持つ強みで回避できないか
・自社の弱みで事業機会をとり逃さないためには何が必要か，何をすべきか
・脅威と弱みが重なって最悪の事態を招かないために何をどうすべきか	
――を分析していくのです。
強みを生
かして機会
をモノにす
る。
機会で弱みを克
服する。
弱みと脅威で最悪の状
態を作らないようにす
る。
強みを生かして
脅威を潰す。
強みで弱みをカ
バーする。 機会に乗じて
脅威を切抜ける。
生かせる強み
克服すべき弱み
（強み）
（弱み） （脅威）
（機会）
図７　強みを生かす
SWOT 分析に当たっては，洗い出した記事が，「意味が読みとれない」，「いろいろな解釈ができる」と
いった，あいまい表現となることを避け，意味や内容が第三者にも正確に伝わるように次の点に留意しま
す。
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①“主語　＋　述語”の原則
「意味が読みとれない」，「いろいろな解釈ができる」といった，あいまい表現を避けるため，「安い」「管
理能力」といった単語の羅列ではなく，主語と述語を明確にし，「SO	WHAT?（だから何なのか）」を書
き出します。
×　安い
　↓
○　当社の単価は，ライバルＡ社に比べ平均1,000円安いので，価格競争力を持つ
×　管理能力が弱い
　　↓　
○　所長，支店長クラスが OJT 能力に乏しく，人材育成が出来ない
②事実に基づく
現状を，事実に密着した表現で，ありのままに書き出します。数字，あるいは事例をあげて記述すると
いった，工夫が有効である。
×　価格競争力が乏しい
　　↓
○　当社の商品は，同等規格のＡ社と比べて10～15％割高であり，価格競争力に劣る
③具体性を持つ
抽象表現を避け，具体的に示すため，数字，あるいは事例をあげて記述します。
×　営業力が弱い
　　↓
○　担当者が経験２～３年のため，専門知識に乏しい。
○　担当者が経験２～３年のため，顧客とのコミュニケーション能力に欠ける
④断定と推察の区分を明確にする
事実なのか意見なのかが分かる様にします。また，誤解が生じないように，“～だと思う”といった推
察と，“～である”といった断定は明確に区分します。
⑤１件１件に細分化する
現象を１件１件の簡潔な文にまとめ，一つの事柄だけを書き出します。
×　クレームには迅速に対応するとともに，社内報告に万全を期している。
　　　↓
○　クレームには，３時間以内に対応している。
○　クレーム情報は部門長，本社管理部門にも即，報告の体制がとれている。	
⑥ SO WHAT?（だから何なのか）を繰り返す
SO	WHAT? をしつこく繰り返し発想を広げ，新たな事柄を抽出する。
○ライバル会社の方が提案力に優れる
　　　　↓
“企業名，どの面で脅威なのか”といった点の洗い出しを行う	
３－２　ポーターの「ファイブフォース分析」
マーケティング戦略の前提は，企業が目指すべき目標は「持続可能な競争優位」にあります。その源泉
は「違いを創ること」にありますが，多くの場合，競争相手が存在します。そこで競争優位性を確保して
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いくには，顧客ニーズへの対応とともに，業界全体の構造把握，特に競合対策が必要となります。その分
析手法として，マイケル・ポーターの「ファイブフォース分析」が多くの支持を得ています。
企業が目指すべき目標は
「持続可能な競争優位」
ライバルとの差別化
①ライバルとは異なる存在領域（ドメイン）
をもつ自社を位置づける
②コアコンピタンスの確立
ライバルが容易に追いつけない経営資源を
持つ　　　　
戦略論の前提 競争優位の源泉
図８　違いをつくるためのアプローチ
①ファイブフォース分析
マイケル・E・ポーターは，あらゆる産業において，①新規参入の脅威，②業界内事業者間の敵対関係，
③代替製品・サービスの脅威，④買い手の交渉力，⑤売り手の交渉力，という５つの要因によって競争の
状態，市場に内在する長期的な成長性（魅力）が決まるとしています。
なお，これらの要因は，それぞれ次のような脅威をもたらすとしています。
１）競合他社の脅威
複数の強力な，あるいは攻撃的な競合他社が存在する場合，当該市場（セグメント）の魅力は著しく低
下します。その市場（セグメント）が横ばいあるいは縮小傾向にある場合およびライバルの生産能力が急
速に拡大している場合は，綿密なライバル対策が必要です。
２）新規参入の脅威
市場（セグメント）の魅力は，参入障壁と退出障壁の高さによっても変化します。最も魅力がある市場
（セグメント）は，参入障壁が高く退出障壁が低い市場です。このような業界では，新規企業の参入が少
なく，業績の悪い企業は容易に退出できます。
参入障壁と退出障壁の両方ともに高い場合，退出が容易でないことから，リスクが大きくなります。な
お，参入障壁と退出障壁が両方とも低い場合，その業界への参入，退出が容易であることからリスクは小
さく，利益は安定します。
最悪のケースは，参入障壁が低く，退出障壁が高い場合です。このケースでは，参入は容易であっても，
企業の業績が悪くなった，あるいは景気が悪くなったから
といって容易に退出できません。その結果，慢性的な設備
過剰に陥りかねません。
３）代替品の脅威
置き換え・代替品が存在する場合，当該市場（セグメン
ト）に成長は望めません。これによって価格が抑えられ，
その市場（セグメント）で上げることのできる利益も制限
されます。そこで，置き換え・代替品の動向に目を凝らし
ます。置き換え・代替品の進歩や競争が激化に伴い，価格
と利益は落ち込みます。
４ ）顧客（買い手）の交渉力増大の脅威－　顧客（買い手）
が強い交渉力を持っているか
顧客の交渉力が強まる状況にあっては，当該市場（分野）
は魅力を欠きます。①顧客が集中・組織化している，②商
供給業者
（供給
業者の
交渉力）
買い手
（買い手
の交渉
力）
潜在的参入者
（移動の脅威）
代替品
（代替品の脅威）
業界内の
競合他社
（セグメント内
の競争）
図９　ファイブフォース分析
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品（製品）差別化されていない，③顧客のスイッチング・コストが低い，④顧客が価格を重視するといっ
た場合には，顧客の交渉力は大きくなります。
そこで，売り手は，交渉力が最も弱い買い手を選択するか，供給業者（仕入先）を変えるか，強力な
買い手でも拒むことはできない優れた商品（製品）を開発するといった自衛手段をとります。
５）供給業者（仕入れ先，協力会社）の交渉力増大の脅威
供給業者が価格を引き上げたり供給量を減らしたりする場合，当該市場の魅力は薄れます。①供給業者
が集中あるいは組織化されている場合，②代替品がほとんどない場合，③供給商品（製品）が重要な原料
である場合，④スイッチング・コスト（購入先・供給業者の切り換え）が高い場合は，供給業者の方が優
位にたちます。
３－３　競合他社分析
当面のライバル分析とともに，間接的あるいは潜在的な競合分析も欠かせません。潜在的なライバルは，
広い範囲に存在することから，その洗い出しは容易ではありません。時には，当面するライバルよりも，
新たに台頭する競合他社や新技術は深刻な脅威となる可能性もあることから綿密な分析が求められます。
当面のライバル，潜在的なライバルを特定したら，その戦略，営業力，強みと弱みを解明します。
①重点市場（ターゲット）と目標
ライバル企業がターゲットとする重点地域，重点顧客，ライバル企業の提供する製品，サービスの中・
長期戦略などを重点的に分析します。
②戦略・戦術
主要な競合他社とその戦略を把握したら，次に，競合他社は市場において何を狙っているか。競合他社
参入の動機は何か。規模，歴史，現有の経営陣，財務状態などを分析します。競争相手が大企業の一部門
である場合は，親会社がその事業を成長させるつもりなのか，それとも収穫段階に入っているかを把握す
ることが重要です。
③分析手法
１）時系列分析による
一定期間の売上高（数量）やシェアの変化に関して，企業間の増減を分析します。
２）地域分析による
ある地域ではブランドＡのシェアが大きく，他の地域ではブランドのシェアが大きいといったような，
地域でのシェアのバラツキを分析します。
３）併買関係分析による
消費者の購入実態から，同一消費者が複数のブランドも購入していれば「競合あり」とみます。併買者
が多いほど競争が激しいということです。
３－４　成長戦略－「成長マトリクス」＋「派生戦略」
「戦略」とは，「長期的な視点で企業活動全体の方向づけ」でもあります。そこで戦略形成にあたっては，
長期的に企業が成長する事業分野を探して選択する必要があります。このような場合に有効な分析手法と
して，アンゾフの「成長マトリクス」があります。
○市場と商品（製品）の成長性を分析
成長マトリクスとは，企業が進出すべき事業分野を単純化するために，市場と商品を，それぞれ既存と
新規に分けてできる４つの事象を指します。この４つのマトリックスを使って長期的に成長する事業分野
はどの象限になるかを模索します。	
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◇多角化戦略
多角化戦略とは，商品（製品），市場ともに現在の事業と直接関連しない新
分野へ進出して成長を図ることにあります。これはリスクを伴う一方で得る利
益（リターン）も大きい戦略です。
◇派生戦略
既存製品，既存市場，すなわち「①市場浸透」事象において顧客（消費者）
の立場で市場ニーズを再度見直す，あるいは深掘りすることで，そこから新た
に派生商品や派生サービスを見出すことができる。
この例としては，宅配便のヤマトホールディングスの故障したデジタル家電
の引き取りから修理完了までの配送をトータルで支援するリコール代行業務などがあげられます。
３－５　経営資源を有効活用するための「エリアポートフォリオ（PPM）」
マーケティング戦略の前提は，企業が目指すべき目標は「持続可能な競争優位」であり，その源泉は「違
いを創ること」にあります。なお，企業の持つ経営資源は限りがあることから，複数ある各事業を最適に
組み合わせて経営資源を有効に配分する必要があります。この事業の組み合わせを最適化させるための考
え方がプロダクト・ポートフォリオ・マネジメント（PPM）です。
PPM では，横軸に相対的マーケットシェアの高低をとり，縦軸に市場の成長率の高低をとって，４事
象のマトリックスをつくります。なお，図11「エリアポートフォリオ・マトリックス」の円は売上高を表
します。
①「相対シェア」で自社のポジションを知る
企業の経営資源を有効に活用するための考え方である「事業ポートフォリオ」では，横軸に「相対的マー
ケットシェア」，縦軸に市場の成長率を取った４つのマトリクスで表現します。このマトリックス上に現
在の事業をプロットします。この時，円の大きさをその事業の売り上げの大きさに比例させると分かりや
すくなります。	
自社が業界内で１位，「40％」のシェアを占めているとします。そして，２位の企業のシェアが「20％」
とします。この場合の相対シェアは「2.0」になります。	
相対シェア＝　40％（自社のシェア）／　20％（２位企業のシェア）＝　2.0
トップ企業のシェアが「50％」で，自社のシェアが「20％」の時の相対シェアは「0.4」になります。
相対シェア＝　20%（自社のシェア）／　50%（１位企業のシェア）＝　0.4
つまり，相対シェアが「１」より大きい場合は，その市場にあって１位を意味し，２位企業と比較して
どのくらいのシェアを占めているかを表します。「１」より小さい場合はトップと比較して自社の力が分
かります。これが相対シェアです。
市場の成長率，相対シェアの２つの軸でマトリクスを作成すると，「金のなる木」「花形」「問題児」「負
け犬」の４つの象限に分けられます。
製品開発 多角化
市場浸透 市場開発
既存市場 新市場
???
????
1 2
2 3
図10 　アンゾフの事業
拡大マトリックス
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②４つの象限の特徴
【金のなる木】
相対シェアが高くて市場の成長率が低い。ライフサイクルで見
たように市場が成熟して低成長になり新規の参入は少なく，事業
投資も既に回収されていることが多いです。相対シェアが高いの
で最も高い利益を稼ぎ出す事業ですが，衰退する可能性もありま
す。
【花形】
相対シェアが高くて市場の成長率が高い場合が花形に位置づけ
られます。市場が成長しているため，他の企業の参入が多く，事
業投資が必要な場合が多いです。そのため，あまり利益は出ませんが今後の成長の鍵を握る事業です。
【問題児】
相対シェアは低くて市場の成長率が高い。企業の相対シェアは低いのですが，市場の成長率が高いこと
から，設備投資などの資金が出ていきます。この事業は将来，花形になる可能性が高いことから，育てて
いくべきです。
【負け犬】
相対シェアは低くて市場の成長率も低い。撤退の対象となる事業です。ただし，徹底的に合理化を図り，
他社の撤退まで持ちこたえることができれば，「金のなる木」になる可能性もあります。	
「問題児」には，積極的に投資して「花形」に育てます。「花形」は将来，「金のなる木」にすべく経営
資源を配分します。
「金のなる木」で得たキャッシュを「問題児へ」投資して「花形」に育て，将来的には「金のなる木」
に成長させるのが理想的な流れです。	
ただし，すべての「問題児」や「花形」に投資をすることは，実際には難しいので，どこに投資し，ど
こは控えるかを考えて「しない事」を決めることが大切なのです。もちろん，「負け犬」をそのままにし
ておいても企業にとってうまみはないので，時には撤退の決断も求められます。
４　戦略形成の手段・手法
「戦略」とは，もともと軍事用語で，「大局的にモノゴトを捉えて敵を打ち負かす策」となります。戦略
をマーケティングに置き換えると，ライバルを意識して，「企業のあるべき姿」を明確に打ち出し，その
実現に向けてのシナリオづくり，マーケティング活動の方向づけ」にあります。
戦略形成のポイントは，人，物，金，時間，情報といった企業の経営資源の有効活用し，「どの分野，
部門をのばし，どの事業分野，部門を捨てるか」といった「選択と集中」に関する意思決定にあります。
４－１　コトラーの市場地位戦略―強者には強者の・弱者には弱者の戦いがある
大競争時代にあっては，やみくもに売り込みをかけるというのではなく，当面のライバルを特定し，そ
の実力を綿密に分析し，当社の強み，コアコンピタンスを生かし，ライバルを陵駕（りょうが）する戦略
を練り上げまてから，売り込みを図るのが得策です。
なお，必ずしもナンバーワンを目ざすのが良しとは言えません。二番手以下が一位をねらおうとし，価
格競争，サービス合戦といった体力勝負の消耗戦に身をやつす愚かさは避けたいものです。
自社・自店の競争力を念頭におき，市場目標を定めます。マーケティングの権威であるコトラー博士は，
事業ミックス分析
￥
？
×
★スター
金のなる木
問題児
負け犬
Ｇ
Ａ
Ｆ
Ｂ
Ｄ
Ｃ
相 対 シ ェ ア
大 小
PPM図表
Stars Question Market
Dogs
Cash Cows
??
??
??????
図11 　エリアポ トーフォリオ・マトリックス
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市場地位を４つに分け，次のような戦略を説いてい
ます。
そこで，自社の市場地位を，リーダー，チャレン
ジャー，フォロワー，ニッチャーに企業を分類する
ことで，自社の競争上のポジションについてさらに
理解を深めることができます。
〔リーダーの戦略〕
第１位企業はナンバーワン維持のため，市場を広
くとらえた全方位政策が望まれます。マイクロソフ
ト（コンピュータ・ソフトウェア）やトヨタ（自動
車）のように，マーケットリーダーと認められた企
業が存在します。この企業は，関連製品の市場で最
大の市場シェアを持ちます。そして通常，価格変更，新製品導入，流通範囲，プロモーションの面で他社
をリードしていますリーダー　ナンバーワンの地位を維持するには，次の３つの行動があげられます。第
１に，総市場の需要の拡大，第２に，優れた防御行動と攻撃行動によって，現在の地位を守ります。
〔チャレンジャーの戦略〕
第２位またはこれと同等の企業です。ナンバーワンを目ざして，シェアを拡大すべく積極果敢にリー
ダーなどの競合他社にチャレンジするか，あるいは，リーダーと同一の土俵で勝負するのではなく，独自
の市場を選択します。
多くの場合，市場シェアの増大を目指します。マーケットリーダーを攻撃するのは，リスクが高いが大
きな見返りを見込める戦略で，リーダーが市場の要求にうまく応えていない場合には十分理にかなってい
ます。「弱い者いじめ」で３位以下の企業への攻勢にあります。
〔ニッチャーの戦略〕
リーダーに直接迫る位置にはないが，何らかの唯一性，独自性を有する企業です。こうした企業は，小
規模市場すなわちニッチでリーダーになる道もあります。小さな企業は通常，大きな企業がほとんど，あ
るいはまったく関心を持たない小規模市場を重点市場とすることで，大企業との競争を避けています。大
企業でも，一部の事業単位やブランドでニッチ戦略を用いています。ニッチ戦略成功の鍵となる考え方に
専門化があります。
〔フォロワーの戦略〕
最下位にある場合は，まず生存領域の確保と知名度の向上を当面の目標に営業力を集中します。低価格
販売，そして上位企業の成功事例の模倣や低価格販売が有効です。
４－２　マイケル・ポーターの競争戦略
マイケル・ポーターは，全体的コストリーダーシップ，差別化，集中の３つの基本戦略を提唱していま
す。なお，３つの戦略を複数・同時展開させることは，困難かつ矛盾を生じさせることともなることから，
いずれか一つの戦略を選択すべきであるとしています。
コトラー博士の提言
市場目標：シェアの拡大，顧客層の拡大
市場目標：唯一性の追求，利潤の確保
市場目標：生存領域の確保
戦略定石：全方位・標的は広く設定・深耕
戦略定石：弱者を叩く
戦略定石：特定市場への集中・差別化
市場地位に応じて、どんな手を打つか
市場目標：シェア１位，最大利潤，名声の堅持
戦略定石：模倣・低価格販売，地域限定
リーダー
チャレンジャー
ニッチャー
フォロワー
図12　コトラーの市場戦略
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表５　ポーターの競争戦略
コストリーダーシップ戦略 他社よりも，低コストで生産・販売することで，市場で競争優位を確立する。製造コ
スト，流通コストの低減を図り，競合他社より低い価格を設定し，大きな市場シェア
の獲得を狙います。
差別化戦略 商品（製品）性能・ブランド・サービスなどの面で，差別化を図り，市場で競争優位
を確立する。共通のニーズやウォンツを持つ顧客グループごとに市場を分けて，その
中から自社の強みを発揮できる市場を選択します。
集中化戦略 エリアや特定用途の商品（製品）といったような，特定市場に焦点を絞り，経営資源
を集中することで，ニッチマーケットにおいて競争優位を確立する。この戦略では，
狭い市場に集中します。企業はその市場特性を熟知し，標的セグメント内でコスト
リーダーシップか差別化のいずれかを追求します。
「競合とは違った
経営資源を持つこと」
「発信する価値」：その経営資源が　　
どの程度有用か
「価値の模倣困難度」：その経営資源が
他社にとってどの程度模倣困難か
「価値の希少度」：その経営資源を　　
持つ競合企業がどの程度あるか
戦略的アプローチ
図13　競争優位につながる経営資源
４－３　ベストプラクティス
ベストプラクティス（best	practice）とは，「最適なる実践」のことです。優れた事例や成功事例を手
本とし，その優れた部分を学び自らのマーケティング活動に取り入れ，応用していくことにあります。そ
のポイントは，単なる物真似というのではなく，優れた事例や手法を研究し，そこに独自性を加えて，自
社の経営風土に合致したかたちで導入していくことにほかなりません。
◆歴史に学ぶ――「先義後例」
享保２年に大丸（現在のＪ．フロントリーディング）を創業した下村彦右衛門正啓は，事業の根本理念
として「先義後例」を唱えました。下村は，「客のためにならぬ物は売らぬこと。世間では，目先のこと
だけを考えて商いをする者があるが，そういうやり方はきらいである。いかにお急ぎのものでも，そのた
めに高値にせず，また大名の御用でも，子供たちが買いにみえても同じにして，客に上下をつけぬよう」
と，従業員にさとしたということです。
４－４　戦略的企業間提携（アライアンス）
市場縮小の時代のマーケティング活動では，企業の枠を越えて企業間で手を結び合う戦略的パートナー
が必要です。マーケティング面での提携には，商品（製品）またはサービス提携（ライセンス供与あるい
は共同の商品（製品）販売），プロモーション提携（相互補完的なプロモーション），ロジスティクス提携
（相互補完的な商品（製品）の供給または流通），価格コラボレーション（バンドリングし値引きを行う）
などがあげられます。
・次号で「エリアマーケティングの実務」を考察
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マーケティング成功要件12ヵ条
1. 事業の目的，意義を明確にする
経営理念，事業方針にのっとり，公明正大で大義名分のある高い目的を立てる。
2. 具体的な目標を立てる
立てた目標は常に全員で共有する。
3. 常にナンバーワンを目指す
何かの分野で「一番」にならなければ勝てない。
4. 市場を小さく小さく見る
最小の市場単位に焦点を合わせた売り方を考える。
5. 最大範囲で考え，最小単位で行動する
最小単位から最大マーケット（需要）をねらう。
6. 世帯数と世帯構成に着目する
人口は減っても世帯数は増えている，世帯単位で市場を見る。
7. 地域特性に目を凝らす
地域の歴史，風土への対応を図る。
8. 強みと弱みは紙一重
強みと弱みは紙一重。そこに，改善すべき問題構造が潜む。
9. 新規顧客の獲得を怠らない
事業の唯一の目的は利潤ではなく，顧客（価値）創造にこそ求められる。
10. 売上を最大限に伸ばし，費を最小限に抑える
入るを量って，出ずるを制する。利益を追うのではない。利益は後からついてくる。
11. ベストプラクティス－成功事例に学ぶ
成功事例や手法を研究しそこに独自性を加えて，自社に合致したかたちで取り入れる。
12. 常に創造的な行動を心がける
今日よりは明日，明日よりは明後日と，改善を絶え間なく続ける。創意工夫を重ねる。
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